



























（1） 現職は本学国際教養学部准教授。それに先立ち，2008 年 7 月～2012 年 3 月に OECD 日本政府代表部専門調
査員を務め，国際投資や非加盟国協力の案件に関わり，多くの会合をフォローした経験を持つ。その後，上
武大学ビジネス情報学部（2012 年 4 月～2019 年 3 月）を経て，現職に至る。
（2） MAI とは別に，OECD 加盟国では，資本移動自由化動規約（CLCM：CodeofLiberalisationofCapital
Movements）の下で，FDI を含む資本移動の自由化への貢献が求められている。ただ，CLCM は投資保護






















論じていく。具体的には，投資円滑化に向けた 2017 年の WTO 共同閣僚声明の意義を指
摘しつつ，最近の交渉の進捗状況やそれに伴う注意点を踏まえ，投資分野で相応の実績を
持つ UNCTAD や OECD の役割も念頭に置いて，「投資円滑化協定」の妥結を目指す
WTO での今後の交渉のあり方について，政策的提言を試みる。それに加えて，筆者が




































































































workers）の 12 分野で構成されており，そのうち，⑪・⑫を除く 10 分野の国・地域別状況












ている Doing Business 2020 から指数を抽出する一方，所得水準を示す数値として，2020 年
の一人当たり実質 GDP を用いるが，世界銀行のデータベースの World Development 
Indicators では，一部の国・地域の分を抽出できないため，便宜上，全ての対象の中で，デー
タが揃う 172 カ国・地域を分析対象とする。










出所：WorldBank,World Development Indicators and Doing Business 2020
図 2．事業設立の指数と実質一人当たりGDPの相関関係（2020 年）
出所：WorldBank,World Development Indicators and Doing Business 2020
表 1．EBRI の各指数の平均値
事業設立 建設許可取得
OECD 加盟国 90.6 75.1
OECD 非加盟国 83.8 65.4
出所：WorldBank,Doing Business 2020
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4 のとおり，例えば，2017 年当時の対象国・地域は 104 で，そのうち，3 分の 1 以上に当
たる 36 カ国・地域が 2.5 点未満の低い評価で，1 割程度に過ぎない 11 カ国・地域しか 7.5
点以上の最も高い階層に属していなかったとの結果が得られている（UNCTAD（2017））。
（6） 抽出した 172 カ国・地域の一人当たり実質 GDP のうち，最大値が 107,458（ルクセンブルク），最小値が 202












が図 5 である。これを見ると，7.5 点以上の最も高い評価を得ている階層は 39 カ国・地域
で，全体の 30％近くであり，4 つの階層の中でも最も多く，2017 年と比べると，最も高
い評価を受けた国・地域数の割合も大きくなった。このことから，ユーザーに配慮し，事
業登録のための情報ポータルの質の向上に向けた改善が窺える。ただ，2.5 点未満の低い
評価に留まる階層も 32 カ国・地域（約 24％）と少なくないことに加え，5.0 点以上 7.5 点




　さらに，図 5 の結果を OECD 加盟国（32 カ国・地域）と非加盟国（100 カ国・地域）
に分けて見たものが図 6 である。これによれば，最も低い評価の 2.5 点未満の階層では，
割合としては OECD 加盟国と大きな違いはないが，非加盟国が 27 カ国・地域となってお
り，階層の中では二番目に多いことから，情報公開の質の改善の余地が大きい国はやはり
相応に存在する。他方，先進国が中心の OECD 加盟国の場合，13 カ国・地域が集中して
いる 5.0 点以上 7.5 点未満の階層が最も多いのに対し，途上国が中心の非加盟国の場合は，
最も高い評価を受けている 7.5 点以上の階層に 32 カ国・地域が集中し，これが最も多い
―120―
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属する協定がより多くなった。世界の投資関連協定の数も，UNCTAD の International 




国際的な枠組みについては，WTO や OECD での多国間交渉の頓挫を受け，各国・地域
間の投資関連協定でルール構築が図られる状況となっている。
　そのような中，ドーハ・ラウンドをなかなか妥結できない状況を打開するべく，WTO は，


































LDC を除く国・地域（31 カ国・地域） LDC（7 カ国・地域）
オーストラリア 韓国 アルゼンチン モンテネグロ ベナン
オーストリア ラトビア ブラジル ニカラグア カンボジア
ベルギー リトアニア ブルガリア ナイジェリア ギニア
カナダ ルクセンブルク 中国 パキスタン ラオス
チリ メキシコ クロアチア パナマ リベリア
コロンビア オランダ キプロス パラグアイ ミャンマー
コスタリカ ニュージーランド エルサルバドル カタール トーゴ
チェコ ポーランド EU ルーマニア
デンマーク ポルトガル グアテマラ ロシア
エストニア スロバキア ホンジュラス サウジアラビア
フィンランド スロベニア 香港 シンガポール
フランス スペイン カザフスタン タジキスタン








が網羅する分野では，① EU の排他的権限が及ぶ領域，② EU と加盟各国の双方の権限が及ぶ領域，③ EU
加盟各国の権限が及ぶ領域，の 3 つが併存するため，EU 及び加盟各国のいずれも WTO に加盟することに
なる。
―124―
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　⑩制度的な枠組み













にも重要であるという認識が広がった経緯がある。一方，2016 年の G20 サミット議長国の
中国が，その下部機関として「貿易投資作業部会（TIWG）」の設立に動いたことも要因と
して挙げられる。このプロセスの中で，UNCTAD が Global Action Menu for Investment 










的として，組織的な議論を開始するとした 2017 年の WTO 共同閣僚声明の意義を明らか
にする。
　まず，WTO での途上国の存在感が大きくなり，その影響が現れていることに着目した









が大宗を占める OECD 非加盟国は 38 カ国・地域で，確かに過半数を占めるが，圧倒的に
多い訳ではない。ただ，WTO 共同閣僚声明は全加盟国・地域に参加を開放していること
もあり，その採択後，2020 年末の時点には，表 3 のとおり，106 カ国・地域にまでメンバー
が増加し，その中でも，OECD 非加盟国は 32 カ国・地域も増加していることが分かる。
さらに，途上国において，一般的に最貧国と言われる後発開発途上国（LDC：Least
DevelopedCountries）（13）のメンバーも当初は 7 カ国・地域だったが，2020 年末には，そ








LDC を除く国・地域（52 カ国・地域） LDC（18 カ国・地域）
オーストラリア 日本 アルゼンチン ホンジュラス パナマ アフガニスタン
オーストリア 韓国 バーレーン 香港 パラグアイ ベナン
ベルギー ラトビア バルバドス インドネシア フィリピン ブルンジ
カナダ リトアニア ブラジル カザフスタン カタール カンボジア
チリ ルクセンブルク ブルガリア クウェート ルーマニア 中央アフリカ
コロンビア メキシコ カーボベルデ キルギス ロシア チャド
コスタリカ オランダ 中国 マカオ サウジアラビア ジブチ
チェコ ニュージーランド コンゴ マレーシア セーシェル ガンビア
デンマーク ノルウェー クロアチア マルタ シンガポール ギニア
エストニア ポーランド キプロス モーリシャス スリナム ギニアビサウ
フィンランド ポルトガル ドミニカ モルドバ 台湾 ラオス
フランス スロバキア ドミニカ共和国 モンゴル タジキスタン リベリア
ドイツ スロベニア エクアドル モンテネグロ アラブ首長国連邦 モーリタニア
ギリシャ スペイン エルサルバドル モロッコ ウルグアイ ミャンマー
ハンガリー スウェーデン EU ニカラグア バヌアツ シエラレオネ
アイスランド スイス ガボン ナイジェリア ジンバブエ トーゴ
アイルランド トルコ グレナダ 北マケドニア イエメン










図 7．世界の対外 FDI 残高とシェア（1990～2019 年）
出所：UNCTAD,UNCTADSTAT
　これに加えて，図 7 のとおり，対外 FDI 残高のシェアで見ても，1990 年に 6.2％だった
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表 4．非公式統合文書に記載されている「投資円滑化協定」の構成案
前文
第 1 節 範囲と一般原則
第 1 条 範囲
第 2 条 最恵国待遇
第 2 節 投資措置の透明性
第 3 条 措置・情報の公開及び入手可能性（電子媒体を含む）
第 4 条 WTO への通報
第 5 条 照会窓口
第 6 条 透明性に関する条件適用の特別な例外
第 3 節 行政手続きと条件の簡素化と迅速化
第 7 条 合理的，客観的，公平な行政手続き
第 8 条 行政手続きの削減・簡素化及び文書化の条件
第 9 条 行政手続きのための明確な基準
第 10 条 承認手続き
【第 10 条補足】 【リスク管理技術及び「沈黙は合意」の原則】
第 11 条 適用の不完全性と排除に対する取扱い
第 12 条 費用と手数料
【第 12 条補足】 【費用と手数料：金融サービス】
第 13 条 行政手続き及び条件に対する定期的なレビュー
第 14 条 電子申請を含む情報コミュニケーション技術（ICT）及びE ガバメントの利用
第 15 条 ワンストップ・ショップ及びやシングル・ウィンドウ
【第 15 条】 【シングル・ポータル】
第 16 条 適切な政府当局の独立性
第 17 条 上訴と審理
【第 3 節補足】 投資目的の事業者の参入と一時的滞在
【第 3 節補足】 投資目的の自然人の移動の円滑化
【第 3 節補足】 譲渡と代位








第 18 条 連絡窓口，フォーカルポイント，オンブズマン
【第 18 条】 【投資ファシリテーター】
【ビジネス障壁発生時の通報メカニズム】
第 19 条 国内規制の一貫性
【第 20 条】 【国内サプライヤーのデータベース】
第 20 条 投資円滑化における越境協力





第 21 条 一般的原則
第 22 条 実施
第 23 条 カテゴリーB 及び C の実施日の通報
第 24 条 紛争解決を統治する規則及び手続きの理解の適用のための猶予期間
第 25 条 技術協力とキャパシティ・ビルディング
【第 25 条】 【開発のための投資円滑化における技術協力とキャパシティ・ビルディング】
第 25 条 1 他の国際機関との協力
―129―
藤田　輔：投資円滑化に対する国際機関の貢献の展望
新型コロナウィルス感染症（COVID-19）の影響で延期されていた第 12 回 WTO 閣僚理事



















第 6 節 分野横断的事項
【公衆衛生，労働，環境，安全の基準の維持】
第 26 条 企業の社会的責任
【第 26 条】 【責任ある企業行動】
【社会的・環境的責任】
第 27 条 腐敗に対する措置
【第 27 条】
【腐敗に対する措置】
第 27 条 1：範囲
第 27 条 2：腐敗と闘うための措置
第 27 条 3：公務員間の清廉性の推進
第 27 条 4：腐敗防止法の適用及び執行
第 27 条 5：民間企業及び市民社会の参加
【腐敗との闘い，マネーロンダリング，テロ資金供与】
第 7 節 制度的取決め及び最終規定
第 28 条 WTO 投資円滑化委員会
第 29 条 一般的例外
第 30 条 安全保障例外
第 30 条 【補足：金融的例外】
第 31 条 紛争解決
第 32 条 最終規定
出所：WTO（2021）より筆者作成
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　他方で，WTO で投資円滑化が扱われるべきではないとして，難色を示す加盟国・地域
も見られるため，必ずしも楽観論のみでは済まされず，今後の行方には注意が必要である。
特に，インドの立場が挙げられる。WTO 共同閣僚声明の採択後の 2018 年 5 月には，「ドー
ハ・ラウンドに基づく問題が解決されるまで，WTO で投資円滑化や零細中小企業
表 5．修正ドラフト文書に記載されている「投資円滑化協定」の構成案
第 1 節 範囲と一般原則 第 1 条 範囲







第 4 条 WTO への通報
第 5 条 【透明性に関する条件適用の特別な例外】
第 3 節 行政手続きの簡素化・迅速化
第 6 条 合理的，客観的，公平な行政手続き








第 9 条 複数の申請
第 10 条 承認に係る費用
第 10 条補足 承認に係る費用：金融サービス
第 11 条
ICT 及び E ガバメントの利用
・オンライン申請の提出，電子フォーム・文書・コピーの利用
・承認に係る費用のオンライン決済
第 12 条 適切な政府当局の独立性
第 13 条 上訴と審理





第 15 条 フォーカルポイント
第 16 条 国内規制の一貫性
第 17 条 投資円滑化における越境協力
































（16） SDGs は，2015 年 9 月の国連総会で採択された「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030アジェ
ンダ」という成果文書で示された 2030 年に向けた具体的行動指針で，国連の持続可能な開発のための国際






11 月に合意され，WTO 全加盟国（164 カ国・地域）の 3 分の 2（110 カ国・地域）以上による受諾を以て，











善の知的貢献で実績を持つ OECD の支援を得ることも重要だと考える。詳しくは OECD
（2015）に委ねるが，OECDは，途上国の投資環境の自己審査及びその改善に貢献する「投
資の政策枠組み」（PFI：PolicyFrameworkforInvestment）というツールを有し，それ
を活用した 30 カ国・地域（2021 年 8 月時点）に対する「投資政策レビュー」を実施して
きた。そして，PFI が網羅する 12 の政策分野の中に「投資促進・円滑化」があり（20），こ
こでは，行政手続きの簡素化を含め，「投資円滑化協定」案に盛り込まれている内容に関
する評価項目とチェックリストが設けられている。
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● Berger,Axel,AhmadGhouri,Tomoko Ishikawa,KarlP. Sauvant andMatthew
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MC12,International Institute forSustainableDevelopmentandCUTSInternational,
2021
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Service,2016
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●WorldBank,World Development Indicators Database
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WTOSecretariat,2018
●WTO,Structured Discussions on Investment Facilitation: Informal Consolidated Text, 
WTOSecretariat,2021














えて，筆者が OECD で経済外交に携わった経験に鑑み，最後に日本が WTO で果たすべ
き役割についても考えていく。
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